
生産活動拡大支援事業に係るＱ＆Ａについて

問１ 生産活動を行っている就労移行支援事業所、生活介護事業所、地域活動支援セン

ターは対象とならないのか。

（答）

対象とならない。

本事業は、生産活動に係る平均工賃等を障害福祉サービスの基本報酬の算定指標とし

ている就労継続支援事業所を重点的に支援することを目的としている。

問２ 多機能型事業所で就労継続支援Ａ型とＢ型を運営している場合、それぞれのサー

ビス毎に申請することは可能か。

（答）

可能である。

問３ 「他の経営支援策」に「事業復活支援金」や「ものづくり補助金」は含まれるか。

（答）

「他の経営支援策」の判断基準としては、その事業の目的が本事業と重複しているか、

という点に着目して判断いただきたい。

「事業復活支援金」は「他の経営支援策」に含めて差し支えないが、「ものづくり補助

金」については、その具体的な補助内容が新型コロナウイルス感染症の影響への対応

かどうかにより判断いただくことになる。

問４ 「他の経営支援策」に「生産活動活性化支援事業」や「持続化給付金」など昨年度

の事業は含まれるか。

（答）

含まれない。

問５「他の経営支援策」に自治体の単独事業は含まれるか。

（答）

ここでいう「他の経営支援策」とは、国の支援策のことを指しているため、一義的には

自治体の単独事業は含まれないものの、本取扱の趣旨に鑑み、本事業と支援内容が重複

すると実施主体が認める場合には、自治体の単独事業を含む場合がある。

なお、令和３年 10 月 14 日施行の障害者生産活動支援事業費補助金については、財源

の一部に国費が充当される予定であること等を鑑み、障害者生産活動支援事業費補助金

にかかる補助事業と同一の事業目的かつ同一の事業内容に係る費用は補助の対象外とし

ている。



問６ 対象となる事業所について、「（報告対象年度分の）工賃実績を都道府県等に報告

していること」とあるが、報告対象年度分とは令和２年度も含むのか。

（答）

令和２年度分も含まれる。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響によ

り、令和２年度分の工賃実績が未報告である事業所であって、本事業の申請と併せて

工賃実績を報告した場合は、「報告している」とものとして取り扱って差し支えない。

問７ 生産活動収入とは就労支援事業会計の就労支援事業収益を指すのか。

（答）

貴見のとおり。

問８ 事業所が休業していた場合においても申請することは可能か。

（答）

要件に該当すれば可能である。

問９ 就労継続支援 A 型事業所で利用者等が休業しており、雇用調整助成金が支給され

ている場合においても本事業に申請して良いか。

（答）

支給要件を満たせば対象である。

なお、雇用調整助成金は、休業手当に要した費用を助成する制度であるが、本事業は

人件費を助成の対象としておらず、雇用調整助成金とは支援内容が異なるため併給調整

は行わないものである。

問 10 対象となる費用について、「通信販売、宅配、ホームページ制作等新たな販路拡大

等に要する費用」とあるが、駅のコンコースやショッピングモールの催事場への出

店など、実店舗の場合でも対象となるか。

（答）

対象となる。

ただし、「新たな販路拡大」が対象となるため、以前から定期的に出店しているような

場合は対象にならないため留意すること。

問 11 対象となる費用について、「生産活動を行うために必要な感染防止対策に要する

費用」とあるが、マスクや消毒液等の衛生用品も対象となるか。

（答）

マスクや消毒液等の衛生用品に係る購入経費については「障害福祉サービス施設・事

業所等における感染防止対策支援事業」等においても支援しているため対象とならない。

「生産活動を行うために必要な感染防止対策に要する費用」の判断基準としては、以下

のとおりである。

①生産活動に係るものであること

②マスク・消毒液等の消耗品でないこと

③備品であっても「障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援事業」



で支援を受けていないこと

対象となる費用の例としては、飲食店における客席間のパーテーションの設置や来客

用の消毒液噴霧器・自動検温器の設置、通所を控え在宅で生産活動を行うための ICT 機

器の導入などが考えられる。

問 12 基準額の具体的な算出方法をご教示いただきたい。

（答）

別添を参照されたい。

問 13 算出式における「事業年度」について、事業所の事業年度が４月から翌年の３月

でない場合、当該事業所の事業年度で算出するのか。

（答）

貴見のとおり。

問 14 生産活動拡大支援事業費補助金交付要綱別表第一の「対象事業者」の③ア又はイ

の両方の要件を満たす場合においては算出額が大きい方で判断することとして良い

か。

（答）

差し支えない。

問 15 生産活動拡大支援事業費補助金交付要綱別表第一の「対象事業者」の③イの対象

期間について、例えば、事業年度が 10 月から開始される事業所の対象期間が事業年

度をまたいでいる場合、算出式の「前々年同期間を含む事業年度」は、平成 30 年 10

月から令和元年９月までの事業年度と、令和元年 10 月から令和２年９月までの事業

年度のどちらを指すのか。

（答）

前者である。算出式の「事業年度」は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けていな

い事業年度を想定している。

問 16 １法人あたりの上限は 120 万円となっているが、同一法人内で５ヶ所以上の事業

所が対象となる場合においては、基準額をどのように考えるのか。

（答）

各事業所の基準額を算出した上で、申請額の合計が 120 万円以内に収まるよう法人内

で調整することを想定している。
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（別添）

例１）交付要綱別表第一の「対象事業者」の③ア（ア）に該当する場合

例２）交付要綱別表第一の「対象事業者」の③ア（イ）に該当する場合



（別添）

例３）交付要綱別表第一の「対象事業者」の③ア（ウ）に該当する場合

例４）交付要綱別表第一の「対象事業者」の③イ（ア）に該当する場合



（別添）

例５）交付要綱別表第一の「対象事業者」の③イ（イ）に該当する場合

例６）交付要綱別表第一の「対象事業者」の③イ（ウ）に該当する場合


